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健康福祉部  
 
国民健康保険課 
 
○福祉医療費 
 
１．心身障害者医療費の助成 
心身障害者の疾病・負傷に対して、医療費の自己負担額を助成することにより、心

身障害者の保健と福祉の向上に努めた。 
 
・補助対象分 ６５歳未満一般障害者（老健該当者以外分）        
  年度末受給

対象者数

自己負担 

助成額 

標準負担 

助成額 証明書料 支払額 

支出額 
人

    586 
円

   62,628,982
円

 2,006,390
    円 
2,025,400

    円
66,660,772

18年度 

支出額 
577 57,499,903  1,673,320  1,791,000 60,964,223

 
                    （老健該当者分） 
  年度末受給

対象者数

自己負担 

助成額 

標準負担 

助成額 支払額 

支出額 
人

    996
円

69,766,043
    円
1,021,770

円 
70,787,813

１８年度 

支出額 
    947 64,084,271 1,860,140 65,944,411 

 
２．一人親家庭等医療費の助成 
一人親家庭等の父・母及び児童の疾病・負傷に対して、医療費の自己負担額を助

成することにより、一人親家庭等の保健と福祉の向上に努めた。 
 
・補助対象分 
  年度末受給

対象者数

自己負担 

助成額 

標準負担 

助成額 証明書料 支払額 

支出額 
人

1,695
円

35,665,532
円

57,750
    円 
3,145,200

    円
38,868,482

１８年度

支出額 
   1,697 35,873,276 0 3,182,000 39,055,276

 
３．乳幼児医療費の助成 
乳幼児（義務教育就学前まで、ただし４歳以上は入院のみ）の疾病・負傷に対して、

医療費の自己負担額を助成することにより、乳幼児の保健と福祉の向上に努めた。 
 
・補助対象分 4歳未満 
  年度末受給

対象者数

自己負担 

助成額 

標準負担 

助成額 証明書料 支払額 

支出額 
人

 1,371
円

40,533,993
円
0

    円 
4,280,000

    円
44,813,993

１８年度

支出額 
1,403 41,940,145 0 4,466,400 46,406,545
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・補助対象分 4歳～義務教育就学前（入院） 
  年度末受給

対象者数

自己負担 

助成額

標準負担 

助成額 支払額 

支出額 
人
 3

円
1,681,887

円
0

    円 
1,681,887 

１８年度

支出額 
1 728,862 0 728,862 

 

健康推進課 

＜総合保健センター＞ 

（１）結核予防事業  

（ア）予防接種   生後６か月未満児等を対象に接種   ＢＣＧ・・・３６０人 

（イ）胸部 X線検査（間接撮影）・・・（６５歳以上） １，５０３人 

 

（２）予防接種事業 

種   類 接種者数(人) 種   類 接種者数（人）

１   期 １，１４０ Ⅰ 期 ３６３ 
Ｄ Ｐ Ｔ 

１期追加 ３４１ 
Ｍ   Ｒ

Ⅱ 期 ４１７ 

Ｄ    Ｔ ４２６ 初 回 １，１２６  

ポ リ オ ６９１ 追 加 ２２０  

麻 し ん ０ 

日本脳炎

小 ４ １４５  

風 し ん ２ インフルエンザ １０，１４４  

 

（３）献血事業  

献血者数  400mｌ献血・・・５１２人   成分献血・・・５０人 

 

（４）老人保健事業 

（ア）健康手帳の交付 

医療対象者分・・・０冊     医療対象者以外分・・・３６１冊 

（イ）健康診査 

受診者数（人） 
健診種類 対象年齢 

個別 集団 合計 

基本健康診査 ４０歳以上 ５，８００ ４５８ ６，２５８

肝炎ウイルス検診 ４０歳以上 ４３４ ８３ ５１７

胃がん検診 ４０歳以上 １，４８２ ５２０ ２，００２

子宮がん検診 ２０歳以上 ５３４ ５３４

乳がん検診 ４０歳以上 ９６４ ９６４
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肺がん検診 ４０歳以上 ２，０５７ ２，０５７

大腸がん検診 ４０歳以上 ２，３９９ ９８６ ３，３８５

前立腺がん検診 ５０歳～６９歳 ３９３ ４８ ４４１

歯周疾患検診 ４０・５０・６０・７０歳 １２  １２

 
（ウ）健康相談 
・定期健康相談・・・４８回    来所者（延べ） ４１７人 
・老人会健康相談・・・７回   来所者（延べ） １４１人 
・自治会健康相談（神明）・・・１回   来所者  ２６人 
・随時相談・・・（延べ）  ４人 
・電話相談・・・（延べ） ５０件 

（エ）健康教育 

・個別健康教育（高脂血症改善）・・・参加者（実） ４人 

（オリエンテーション：１回、面接：５回、血液検査：４回、支援レター：２回） 

・老人会健康教育・・・３回   参加者（延べ） ２０５人 

（オ）食生活改善事業 

   ・食生活改善推進員の養成 

     栄養教室・・・６回   参加者（延べ） ８８人 

     食生活改善推進協議会補助金・・・３３０，０００円 

・市民を対象に、食生活改善のための料理講習を、食生活改善推進協議会に委

託し実施した。 

食生活改善推進協議会委託料・・・１３０，０００円 

親子ふれあい料理教室、男性クッキング、いきいき（高齢者）教室、地区伝達

料理講習会 

     ※料理教室の実施材料費については国保会計に計上のため、実績は国保会

計に掲載 

 

（５）母子保健事業 

《妊産婦》 

（ア）母子健康手帳の交付（再交付含む）・・・２１１冊 

（イ）妊婦健康相談（母子手帳交付時、転入者含む）・・・（延べ） １９３人 

（ウ）妊婦健康診査     前期・・・３３３人     後期・・・３１４人 

《乳幼児》 

（ア）乳児健康診査    ４か月児健診・・・３５２人    １０か月児健診・・・３０９人 

（イ）１歳６か月児健康診査・・・１２回   受診者 ３３６人 

（ウ）３歳児健康診査・・・・・・・・１２回   受診者 ４０５人 

（エ）健康相談 

・乳幼児健康相談・・・３７回   来所者（延べ） ６３４人 

・随時相談・・・（延べ）  ４３人 

・電話相談・・・（延べ） ２２８件 



 129

（オ）訪問指導 

・第１子訪問・・・７５人 

・家庭訪問（フォロー児）・・・（延べ） ４３人 

（カ）フォロー教室・・・１８回    参加者（延べ）３００人 

（キ）頑張る地方応援プログラム 

・女性セミナー・・・ ２回   参加者（延べ） ８８人 

・アロマセラピー・・・２回   参加者（延べ） ４８人 

・妊婦セミナー・・・ １回   参加者 ２３人 

・産婦セミナー・・・ １回   参加者 １８人 

 

（６）精神保健福祉事業 

（ア）障害者手帳・自立支援医療費申請 

     ・障害者手帳・・・（延べ） １４３件  

     ・自立支援医療費申請・・・（延べ） ５９１件   

（イ）障害者自立支援事業 

     ・障害程度区分認定審査会・・・１２回   １３件 

・障害者自立支援福祉サービス受給者・・・（実） １２人 

居宅介護・・・７人     生活介護･･･１人     就労移行支援・・・１人 

       短期入所・・・２人      共同生活介護・・・４人  就労継続支援Ｂ型・・・３人 

       共同生活援助・・・３人    旧知的通所授産施設（相互利用）・・・３人 

（ウ）地域生活支援事業移動支援・・・１人 

（エ）精神保健福祉相談 

・相談及び所内面接・・・来所者（延べ） ３４３人 

・電話相談・・・（延べ） ３０３件 

（オ）精神訪問指導・・・（延べ） ４７人 

（カ）精神障害者デイケア事業・・・１１回   参加者（延べ） ４９人 

（キ）精神障害者デイケア交流会･･･２回   参加者（延べ） １人 

（ク）精神障害者共同（小規模）作業所運営費補助事業 

志摩市と鳥羽市が精神障害者共同（小規模）作業所「ふれあい工房」へ運営費

の補助をした。 

      精神障害者小規模作業所運営補助金・・・４，４１１，０００円 

                             （内、志摩市負担分 ２，０５０，３００円） 

 

（７）一次救急医療体制事業    

（ア）救急医療の体制について、志摩市と鳥羽市が志摩医師会に委託し、医師会により

調整会議の開催、普及啓発を実施した。 

       一次救急医療体制事業委託料・・・１，７００，０００円 

                           （内、志摩市負担分 １，２３１，４００円） 

（イ）志摩市休日応急診療業務 
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日曜日・祝祭日・年末年始、午前８時３０分～午後５時１５分まで、県立志摩

病院救急外来において、志摩医師会委託のもと実施した。 

救急休日診療業務委託料･･･３，６１０，０００円 

（ウ）志摩市小児休日応急診療業務 

毎月第２･第４日曜日、午前１０時～午後０時まで、県立志摩病院救急外来に

おいて、志摩医師会委託のもと実施した。 

小児休日診療業務委託料・・・１，４５７，５６０円 

（エ）志摩地域休日診療電子カルテ代行入力業務 

県立志摩病院が平成１９年９月に電子カルテ・オーダリングシステムを導

入したことにより、休日応急診療分についても代行入力が必要となり、県病

院事業庁に業務委託した。 

志摩地域休日診療電子カルテ代行入力業務委託料・・・７７５，０００円 

     （内、小児科分 ５９，０００円  小児科以外分 ７１６，０００円） 

 

（８）志摩市健康増進計画「健康志摩２１」策定事業 

      健康寿命（健康でいきいきとした生活を送る期間）の延伸をめざし、すべての

市民が「健康づくり」に主体的に取り組めるよう健康づくりの目標を設定し、具

体的な行動計画を市民との協働により「健康志摩２１」として策定した。 

       健康増進計画策定業務委託料・・・１，９２４，６５０円 

(ア)健康志摩２１策定委員会・・・２回   （延べ） ２９人 

（イ）健康志摩２１市民ワーキング会議・・・８回   （延べ） １９０人 

（ウ）健康志摩２１計画報告会・・・１回   １７５人 

 

（９）阿児健康増進センター事業 

      平成１８年度から指定管理者制度を導入し、株式会社スポーツマックスに管理運営

を委託した。 

     健康増進センター指定管理業務委託料・・・３２，５８３，０００円 

（ア）会員数 （３月３１日現在） 

スポーツクラブ・・・４７７人   スイミングスクール・・・４２４人   計 ９０１人 

（イ）利用者数     

  一般･登録会員・・・４７，７７３人  スクール会員・・・１２，４４３人 計 ６０，２１６人 

（ウ）夏休み子供短期水泳教室・・・５日間   参加者（実） ９９人 

       ３歳児～小学生を対象に水慣れから４泳法を指導 

       

＜浜島保健センター＞ 

（１）老人保健事業 

（ア）健康手帳の交付   医療対象者分・・・１０冊   医療対象者以外分・・・４３冊 

（イ）健康相談 

・定期健康相談・・・５７回   来所者（延べ） ４００人 
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・随時相談・・・（延べ） ４７人 

・電話相談・・・（延べ） ２０件 

（ウ）訪問指導・・・（延べ） ２２人 

（エ）老人保健会議・・・３回   参加者（延べ） ３９人 

（２）母子保健事業 

《妊産婦》 

（ア）母子健康手帳の交付・・・１５冊 

（イ）妊産婦健康相談（母子手帳交付時、転入者含む）・・・（延べ） ２４人 

（ウ）訪問指導・・・（延べ） ６人 

（エ）電話相談・・・（延べ） ２件 

《乳幼児》 

（ア）健康相談 

・乳幼児健康相談・・２４回   来所者（延べ） ４６人 

・随時相談・・・（延べ） １９人 

・電話相談・・・（延べ） ２３件 

（イ）訪問指導 

・第１子訪問・・・（延べ） ７人 

・家庭訪問（フォロー児）・・・（延べ） ２９人 

（ウ）乳幼児むし歯予防教室・・・１回   参加者 ２８人 

（エ）母子保健会議・・・１０回   参加者（延べ） ７６人 

 

（３）精神保健福祉事業 

（ア）精神保健福祉相談 

・相談及び所内面接・・・来所者（延べ） ２９人 

・電話相談・・・（延べ） ４５件 

（イ）精神訪問指導・・・（延べ） ３０人 

  

＜大王保健センター＞ 

（１）老人保健事業費 

(ア)健康手帳の交付    医療対象者分・・・０冊     医療対象者以外分・・・７１冊 

（イ）健康相談 
・定期健康相談・・・４８回   来所者（延べ） ４４７人 
・健診後フォロー相談・・・７人 

（ウ）健康教育 

       ・個別健康教育（高脂血症改善）・・・参加者（実） ２人 

（オリエンテーション：１回、面接：５回、血液検査：４回、支援レター：２回） 
 

（２）母子保健事業 

  《妊産婦》 

（ア）母子健康手帳の交付・・・３３冊 
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（イ）妊婦健康相談（母子手帳交付時、転入者含む）・・・（延べ） ３３人 

（ウ）訪問指導・・・（延べ） ２７人 

《乳幼児》 

（ア）健康相談 

・乳幼児健康相談・・・３６回   来所者（延べ） １７４人 

・随時相談・・・（延べ） １３人 

・電話相談・・・（延べ） １７７件 

（イ）訪問指導 

・第１子訪問・・・１０人 

・家庭訪問（フォロー児）・・・（延べ） １７人 

（ウ）ケース検討会・・・２回 

（エ）健やかネットワーク地区会議・・・３回 

 

（３）精神保健福祉事業 

（ア）精神保健福祉相談 

  ・相談及び所内面接・・・来所者（延べ） １１９人 

  ・電話相談・・・（延べ） ３１８件 

（イ）精神訪問指導 ・・・（延べ） ７１人 

（ウ）精神ケース会議・・・６回 

 

＜志摩保健センター＞ 

（１）老人保健事業 

(ア)健康手帳の交付    医療対象者分・・・５冊     医療対象者以外分・・・３７冊 

（イ）健康相談 

・定期健康相談・・・７２ 回   来所者（延べ） ３７４人 

・随時相談・・・（延べ） ３６人 

・電話相談・・・（延べ） ２９件 

（ウ）健康教育 

・集団健康教育 

高血圧、脂質異常予防教室（男性クッキング）・・・２回  参加者（延べ） ４３人 

        転倒予防教室（いきいき教室）・・・６回   参加者（延べ） １５３人 

        転倒予防教室（はまゆう大学）・・・１回   参加者 ８７人 

        ナイトウォーキング（説明会及び学習会）・・・３回   参加者（延べ） ６１人 

        運動実践教室（ウォーキング・運動）・・・１回   参加者 １０人 

      ・個別健康教育（高脂血症改善）・・・参加者（実） １人 

（オリエンテーション：１回、面接：５回、血液検査：４回、支援レター：２回） 

 

（２）母子保健事業 

  《妊産婦》 
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（ア）母子健康手帳の交付・・・４４冊 

（イ）妊婦健康相談（母子手帳交付時、転入者含む）・・・（延べ） ５０人 

     《乳幼児》 

（ア）健康相談 

   ・乳幼児健康相談・・・４８回   来所者（延べ） ３８３人 

   ・随時相談・・・（延べ） ４２人 

   ・電話相談・・・（延べ） ７９件 

（イ）訪問指導 

・第 1 子訪問・・・２２人 

・家庭訪問（フォロー児）・・・（延べ） ５７人 

（ウ）志摩地区ネットワーク会議・・・会議 １２回   学習会 １回 

（エ）ケース検討及び調整会議・・・３１回 

 

（３）精神保健福祉事業 

（ア）精神保健福祉相談 

・相談及び所内面接・・・来所者（延べ） １０１人 

・電話相談・・・（延べ） ７９件 

（イ）精神訪問指導・・・（延べ） ２９人 

（ウ）精神ケース会議・・・２回 

（エ）精神障害者デイケア事業・・・１２回   参加者（延べ） ４０人 

（オ）精神障害者デイケア交流会・・・１回   参加者 ３人 
 
＜磯部保健センター＞ 
（１）老人保健事業 
（ア）健康手帳の交付    医療対象者分・・・０冊    医療対象者以外分・・・１１７冊 
（イ）健康相談  
・定期健康相談・・・  ４４回   参加者（延べ） ３３２人 
・けんしん結果相談・・・３回   参加者（延べ）   １人 
・随時相談・・・（延べ）  ３人 
・電話相談・・・（延べ） １２件 

   （ウ）訪問指導・・・（延べ） ３人 
   （エ）健康教育 
       個別健康教育（高脂血症改善）・・・参加者（実） ３人  

（オリエンテーション：１回、面接：５回、血液検査：４回、支援レター：２回） 
         
（２）母子保健事業 
  《妊産婦》 
（ア）母子健康手帳の交付・・・６０冊 
（イ）妊婦健康相談（母子手帳交付時、転入者含む）・・・（延べ） ２４人 
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  《乳幼児》 
（ア）健康相談 
・乳幼児健康相談・・・４８ 回   来所者（延べ） ４９７人 
・電話相談・・・（延べ） ２件 

（イ）訪問指導 
・第１子訪問・・・３１人 
・家庭訪問（フォロー児）・・・（延べ） ７人 

（ウ）育児教室（ひよこクラブ）・・・４回   参加者（延べ） ９２人 
（エ）のびのびネットワーク・・・会議   ２回   参加者（延べ） １５人 

                       講演会 １回   参加者 ３８人 
フォロー相談・検討会 ５回 

 
（３）精神保健福祉事業 
（ア）精神保健福祉相談 
・相談及び所内面接・・・来所者（延べ） １８人 
・電話相談・・・（延べ） ５件 

（イ）精神訪問指導 ・・・（延べ） ３３人 
（ウ）精神ケース会議・・・７回 
（エ）精神障害者デイケア事業・・・１２回   参加者（延べ） ４６人 

 
 
 
健康福祉部 福祉事務所  
 

地域福祉課 

◎地域福祉係 

 

１．社会福祉協議会補助金 ６５，０００，０００円 

民間の自主的な福祉活動の中心となる社会福祉協議会を支援することにより、地域福 

祉の充実を図ることを目的として補助金を交付した。 

 

２．地域福祉推進アドバイザー業務委託料 ５００，０００円 

平成１９年３月に地域福祉計画書が完成し、平成１９年度からは地域福祉推進に係る 

指導業務を日本福祉大学准教授に委託し、指導を受けた。 

○平成１８年度に策定した地域福祉計画に基づき次の事業を実施した。 

・地域福祉計画推進協議会  ２回 

・「しま市民活動フェスタ２００７」 

・地域福祉セミナー ３回 

・夢まちづくり委員会 
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・ホームヘルパー養成研修（３級課程） 

 

３．民生児童委員協議会補助金 ３，８００，０００円 

地域福祉の推進の担い手として、地域の福祉課題に対する住民の理解を求める活動 

や地域住民に関わる個別の相談・支援活動、関係機関と連携するネットワーク活動の取

組みなど民生委員活動を支援するため、補助金を交付した。 

 

４．遺族会補助金 １，３５０，０００円 

    戦没者の英霊に対する慰霊顕彰、その他遺族の生活に必要な指導相談斡旋等、遺

族会の活動を支援するため、補助金を交付した。 

 

◎障害者福祉係 

 

（１）身体・知的障害者福祉事業        

○身体障害者手帳所持者 

                                          単位：人 

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 合計 

６９７ ４７４ ４９６ ５５１ １５０ １９６ ２，５６４ 

 

○療育手帳所持者 

                                        単位：人 

Ａ１（最重度） Ａ２（重度） Ｂ１（中度） Ｂ２（軽度） 合計 

３６ １２２ ９７ ５６ ３１１ 

 

○障害者管理システム委託事業   １，１４７，４６１円 

システム運用保守料、ハード保守料 

委託先：（株）松阪電子計算センター     

  

○身体障害者・知的障害者相談員設置事業  ９９，６００円 

志摩市身体障害者等相談員設置要綱に基づき、障がい者関係団体から推薦を受けた

者と委託契約した。 

   委託料     年額２４，９００円 

相談員数   身体相談員２人  知的相談員２人 

 

○障がい者生活支援センター委託事業  １４，２５７，０００円 
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在宅の障がい者が地域で自立した生活が送れるよう支援し、社会参加の促進を図るこ

とを目的とした事業で、総合相談・福祉サービスの利用援助・支援計画の作成（ケアマ

ネジメント）などを行った。 

委託先：障がい者生活支援センター       

 

○視覚障害者生活訓練事業   ７５０，６６０円 

視覚障がい者の自立支援と社会復帰を促進するため、歩行訓練士の指導により実施

した。 

委託先：特定非営利活動法人 アイパートナー   

 

○特別障害者手当等給付事業  ２６，２５４，１００円 

   精神又は身体に重度の障がいがあるため、常時特別な介護が必要な在宅の障がい者

に手当を支給した。支給は年４回 （５月・８月・１１月・２月）  

特別障害者手当   月額 ２６，４４０円   ２月支給対象者 ６９人 

障害児福祉手当   月額 １４，３８０円   ２月支給対象者 ２３人 

経過的福祉手当   月額 １４，３８０円   ２月支給対象者  ３人 

     

○高齢者及び障害者住宅改造補助事業  ８６０，９４６円（３件） 

日常生活に著しく支障のある在宅の重度心身障がい者（児）等に対し、居住環境の改

善を図り、地域における自立の支援や家族の負担を軽減するため住宅改造整備費用

を助成した。 

  

○心身障害者（児）福祉給付金支給事業  ３，５５２，０００円（４４４件） 

身体障害者手帳１、２級及び療育手帳Ａ所持者で市民税非課税世帯の者に福祉給付

金を支給した。（年額８，０００円  ７月支給） 

 

○身体障害者ガソリン費助成事業  ６，２３２，６９６円 （年度末認定者 ３２８人） 

身体障がい者（身体障害者手帳１～３級）が所有する自動車の運行に伴うガソリン費の

うち、毎月１リットルあたり６０円、５０リットルを限度（月３，０００円）に助成した。 

 

○障害者地域生活支援事業   ２０，５４２，０４５円 

①コミュニケーション支援事業    

   聴覚、言語機能、音声機能、視覚等の障がいによって、意思疎通を図ることに支障が

ある者に手話通訳者・要約筆記者の派遣依頼等の支援を行った。 

委託先：三重県聴覚障害者協会 

②日常生活用具給付事業    

   日常生活の便宜を図るため、在宅の重度障がい者（児）に、日常生活や介護が容易に

なるような用具を給付した。 

障がい者（４１８件）  障がい児（３７件）  住宅改修（２件） 



 137

③移動支援事業（実利用人数 ４５３人） 

   屋外で移動が困難な障がい者の社会生活上必要不可欠な外出に対して、利便性を考

慮し状況に応じたサービスを提供した。 

   委託先：志摩市社会福祉協議会 他 ８事業所 

④地域活動支援センター事業 

   障がい者等に創作的活動又は生産活動の機会を提供し、社会参加と交流の促進及び

日常生活に必要な便宜を図った。 

年間実利用人数 ２３７人、延べ利用人数１，０９３人 

委託先  Ⅲ型  志摩市社会福祉協議会（阿児デイサービスセンター）  

           Ⅱ型  広域行政組合（志摩身体障害者福祉センター） 

          Ⅳ型  広域行政組合（志摩療育センター） 

           Ⅳ型  三重済美学院（ルーベンハイム志摩）（済美寮） 

⑤知的障害者職親委託事業  

   就職に必要な素地を身につけ、職場への定着を高めるため、一定期間事業経営者の

もとで生活指導・技能取得訓練等を受けた。 

   職親委託契約先：志摩市阿児町  （有）サンコウ 

 

○社会参加促進事業 

①身体障害者自動車改造助成事業   ２００，０００円（２件） 

   重度心身障がい者が就労等に伴い、自動車を取得する場合の改造に要する費用を助

成した。 

②身体障害者自動車操作訓練助成事業   １００，０００円（１件） 

   １から４級までの身体障害者手帳所持者に対し、自動車運転免許取得費用を助成した。

（助成額は取得に要した費用の３分の２以内、１００,０００円が限度） 

 

○志摩市心身障害児（者）保護者会補助金   ６１２，０００円 

 

○志摩市身体障害者福祉連合会補助金   ９３２，０００円 

 

○第６７回三重県視覚障害者福祉大会補助金   ２００，０００円 

 

 （２）障害者施策推進事業 

○障害者施策推進協議会 

   障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項を調査審議し

た。 

   ・第１回障害者施策推進協議会（７月２０日開催） 

     平成 19 年度事業計画（案）について 

専門部会（身体・知的、精神、自立支援協議会）について 

・第２回障害者施策推進協議会及び第１回専門部会（１０月１７日開催） 
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     志摩市の障がい者相談支援委託業務について 

     最近の障がい者施策の状況について 

 ・第３回障害者施策推進協議会及び第２回専門部会（１月３０日開催） 

     専門部会からの報告について 

     自立支援協議会の運営について 

 

 （３）障害者自立支援事業 

○障害者介護給付費認定審査会  

   障害者自立支援法に定める、介護給付費等の支給に関する障害程度区分の審査及

び判定を行った。 

審査会  毎月１回開催 

１９年度判定件数  ７５件   

    

○障害者支援管理システム改修等委託事業  ２，４９５，８４５円 

   介護給付費等請求事務処理をするため、現行のシステムを改修し事務の効率化を図

った。 

委託先：（株）松阪電子計算センター     

 

○介護給付費（介護の支援を受ける福祉サービス）  ３９９，９３７，７００円 

①居宅介護（ホームヘルプ） 

   ②療養介護 

   ③生活介護 

   ④児童デイサービス 

   ⑤短期入所（ショートステイ） 

   ⑥共同生活介護（ケアホーム） 

   ⑦施設入所支援 

   ⑧身体障害者施設訓練事業 

   ⑨知的障害者施設訓練事業 

   ⑩知的障害者通所授産施設事業 

   ⑪知的障害者生活ホーム入居補助事業 

 

○訓練等給付費（訓練等の支援を受ける福祉サービス）  ４，６４６，１３６円 

①自立訓練（機能訓練・生活訓練）    

   ②共同生活援助（グループホーム） 

 

○障害者通所等支援事業   ３，１８０，９６０円（支給決定者 １３１人） 

通所で訓練等のサービスを受ける障がい者（児）に対して、利用者負担にかかる所得

階層が低所得１、低所得２、所得割１０万円未満世帯の利用者負担を軽減した。 
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○高額障害福祉サービス費   １５１，２６３円（３７件） 

同一世帯に障害福祉サービスを利用する者が複数いる場合等で、利用者負担合算額

が算定基準を超えた分について高額障害福祉サービス費を支給した。 

 

○自立支援医療給付事業（更生医療費）   １２，２２５，６６７円 

   身体障がい者が更生のために必要とする医療を給付した。 

   国保：９２件 

   社保：７５件（内生活保護２６件） 

 

○身体障害者（児）補装具給付事業   ７，０１６，０７９円 

   身体障害者（児）の失われた身体部位、損なわれた身体機能を補完又は代替するのに

必要な補装具の交付、修理を決定し給付した。 

   交付：障がい者（５７件） 障がい児（１１件） 

   修理：障がい者（３７件） 障がい児（１２件） 

 

○障がい者共同生活介護等支援事業（利用者数 知的３人、精神４人） 

三重県障害者グループホーム等移行支援モデル事業として、県内のグループホーム

及びケアホームに入居している低所得１又は低所得２である障がい者の家賃を補助し、

地域での自立生活を支援するとともに地域生活移行を推進した。 

   

○事業運営円滑化事業   ８，２６５，６１９円 

   障害者自立支援法の円滑な実施のために緊急に必要とされる事業に対する補助。 

事業所への激変緩和措置として、報酬の日払い方式の導入に伴う従前額保障を８０％ 

から９０％まで引き上げ、事業所の安定的な運営を確保した。 

    通所授産施設 「えりはら」「はばたき」「あいのその」 

 

○通所サービス利用促進事業   １０，０１４，６６０円 

障害者自立支援法の円滑な実施のために緊急に必要とされる事業に対する補助。 

事業所への激変緩和措置として、日中活動サービス・通所施設における送迎サービス

にかかる経費の一部を助成した。 

（利用者１名につき片道５４０円、１事業所あたり年額３，０００，０００円以内） 

 

◎保護支援係 

 

生活保護の動向は、景気の低迷や、この地域での求人が低調な状況で推移しているこ

とから、被保護世帯は１９年度末には３５７世帯、５４２名であった。昨年度対比では 4.1％

の増加となっている。また、高齢者世帯が全体の４４．３％、傷病障害者世帯が４１．２％と、

全体の９０％近い被保護世帯がこれらの世帯となっている。 
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最低生活を保障する日本国憲法（第２５条）の理念に基づき、各被保護世帯の困窮の

程度に応じて最低限度の生活が維持できるよう生活扶助をはじめとする各種の扶助を

実施するとともに、その被保護世帯の自立を助長することを目的に、訪問調査を行い、

その世帯のニーズ、阻害要因を把握し、自立に向けての指導、相談、援助等を行った。 

平成１９年度中に支払われた扶助費総額は６７０，１３７，５８８円で、その内生活扶助をは

じめとする保護費は３１５，５８２，６５４円、救護施設に入所者の保護施設事務費及び委

託事務費は１１，９０５，５２９円、医療扶助費は３４２，６４９，４０５円であった。 

市が支弁した保護費と保護施設事務費及び委託事務費の 4分の３については生活保

護法第７５条により、国の負担を受けた。 

住所不定者や住所が明らかでない被保護者の保護費、保護施設事務費及び委託事

務費は、市負担分（４分の１）を生活保護法第７３条に基づき県の負担を受けた。 

生活保護の適正な運営を確保する為、生活保護関係職員の資質向上を目的とした研

修への参加等により、生活保護の適正実施に努めた。そして、一部、これら事業の実施

にあたり国の補助を受けた。 

 

 これら国庫負担金、国庫補助金、県負担金の額は次のとおり 

・ 生活保護費国庫負担金               ５０３，６９９，０００円 

・ 生活保護費県負担金                    ２，２２１，０００円 

・ 生活保護適正実施推進事業国庫補助金     ３７２，０００円 

 

 

ふくし総合支援センター 

 

◎高齢者福祉係 

 

①老人福祉に関する事務 

・老人ホーム入所申請受付、相談、調査 

老人ホーム入所者訪問面接調査 

・志摩広域行政組合事業に関する事務 

・老人クラブに関する事務 

・シルバー人材センターに関する事務 

・老人ホーム入所措置費 

老人ホーム（平成 20 年 3 月末現在 71 人）              １３７，８５０，８６８円 

・志摩市老人ホ－ム入所判定委員会事務（開催回数 ８回） 

・志摩市長寿者褒賞（100 歳 7 人 ・ 87 歳 266 人）             ３，３６０，０００円 

・外出支援サービス事業（延べ利用者数 741 人）                   ７３８，５００円 

・生きがい活動支援通所事業（延べ利用者数 914 人）            ２，９６３，０００円 
・緊急通報体制整備事業（新規設置数 12 台）                      ７４，３４０円 
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・長寿社会づくりソフト事業 

悠々生活推進事業（スポーツ交流大会を実施）                 ７０４，２８９円 
・老人保健事業（高齢者虐待防止に関する調査研究事業）       ８，１３３，９２２円 

 

◎子ども総合支援係 

 

①児童家庭相談援助関係 

 

【家庭児童相談室】 

・子どもについての家族や関係機関からの相談に対応した。  

 相談件数： ３２１件 

・発達（知能）検査に基づく心理診断ができる相談事業を定期的に実施した。  

 定期児童相談：１２回 （志摩療育センターで実施。） 

 発達相談：    ２４回 （志摩療育センターで実施。） 

 巡回児童相談： ８回 （浜島・大王・志摩・磯部地区保健センターで、各2回実施。） 

 

【児童虐待防止】 

・児童虐待に対応した。  

 通告（相談）件数： ４３件 

 

・要保護児童対策調整機関業務を行った。 

子ども家庭支援ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）を運営し、被虐待児

やその保護者等への支援について協議した。 

代表者会議：    ３回（主に、「子ども虐待防止マニュアル」について協議した。） 

実務者会議：    ９回（主に、要保護ケースの進行管理等を行った。） 

    個別ケース検討会議： ３４回（主に、個々のケースごとに支援方法を協議した。） 

 

②発達障がい者支援関係 

・保育士を三重県小児心療センターあすなろ学園に派遣し、研修した。 

・保育所等から要請に対応し、支援を行った。 

・老人ホーム入所申請受付、相談、調査 

 

③女性相談関係 

・ドメスティック・バイオレンスに関する相談など、女性からの相談に対応した。 

  女性相談員対応回数：           ２２５回 

  ドメスティック・バイオレンス相談件数：       １７件 

 

④母子自立支援関係 

・母子家庭等からの相談に対応した。 
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  母子自立支援員対応回数： ２３０回 

 

児童福祉課 

保育所関係 

平成１９年度の保育所入所児童数は、１９施設で定員児童数１，５８０人、月平均児童

数は１，００５人で、定員に対する充足率は６３．６％であった。 

保育所入所児童保護者負担金（保育料）については、国の保育所徴収基準額表に基

づき７階層（１３段階）に細分化し保育料の算定を行った。 

保育料の現年度調定額は、保育料金１６９，４２２，５６０円・延長保育料金４，３９７，１００

円・緊急延長保育料金８３０，５００円の合計１７４，６５０，１６０円、また過年度分調定額は、

２，５０７，２００円でうち１９０，０００円の不納欠損処分を行い合計調定額は１７７,１５７,３６０

円であった。 

 

・各種補助金事業については、以下のとおりであった。 

延長保育促進事業補助金・・・・・・・・・・・・・・    ２５８，０００円 

障害児保育事業費補助金・・・・・・・・・・・・・・ １，１６２，０００円 

産休代替保育士等補助金・・・・・・・・・・・・・・    ５９４，０００円 

低年齢児保育推進事業補助金・・・・・・・・・・    ５１７，０００円 

保育所地域活動事業費補助金・・・・・・・・・・      ２０，０００円 

  

・工事請負については、以下のとおりであった。 

神明保育所耐震工事・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９，９９３，９００円 

和具保育所調理室設置工事・・・・・・・・・・・・・  ５，０７１，５００円 

甲賀保育所屋根防水工事・・・・・・・・・・・・・・・  １，２６０，０００円 

 

・志摩市保育所・幼稚園等の運営のあり方について検討し、保育行政並びに幼児教育

の充実に資するため「志摩市保育所・幼稚園等のあり方検討会」を置き、以下のとおり

開催した。 

         志摩市保育所・幼稚園等のあり方検討会    ・・・・・ ３回開催 

         あり方検討会組織検討部会            ・・・・・ ９回開催 

         あり方検討会保育教育内容検討部会      ・・・・・ ９回開催 

         組織検討部会・保育教育内容検討部会合同会議・・・ １回開催 

 

児童館・放課後児童クラブ関係 

阿児地区児童館 

児童館の使用児童数は延べ１，６９４人で、内訳は鵜方児童館６７３人、神明児童館

６７８人、国府児童館 343 人となり、保護者からの児童館使用負担金は１７，５２７，９００

円となった。 
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保護者からの利用負担金は３，２７６，１００円、放課後児童健全育成事業費補助金 

については、両クラブ共に利用者の増員により国庫補助事業の対象となった。 

 

迫間児童館 

○指導的事業 

魅力ある教室、行事等を工夫し、各事業の中で集団・個別指導を通じて子どもの健  

    全育成を図り以下の事業を実施した。 

    ・新入生記念植樹会・・・新小学１年生を対象に桜の木を植樹した。 

     ・新入生歓迎会・・・４月に新小・中学１年生を対象に実施した。 

     ・クラブ活動・・・太鼓クラブ（毎週水曜日 月３～４回）        

     ・自転車教室・・・夏休み前に小学生対象に自転車の乗り方を指導した。 

     ・児童館遠足・・・夏休みに小学生対象に実施した。 

     ・大掃除・お楽しみ会・・・冬休みに小・中学生を対象に施設の大掃除とレクリエーシ 

ョンを実施した。 

   ○愛育会との連携 

     愛育会の組織をより充実し、育成助長を図った。 

     ・小・中愛育会活動に協力        保護者会等への参加 

     ・愛育会役員会（定例会 月１～２回） 保護者会学期毎に１回 

   ○相談活動等 

     児童生徒及び保護者等から進路相談や生活相談などを随時受けながら、問題解

決のために関係諸機関と連携を密にして、その案件の対応を図りました。 

   ○運営委員会の開催 

    児童館の運営については、委員の方に広く意見を求め、効果的な事業活動を展開  

    するために審議を行いました。 

      ・開催日・出席者    第１回  ５/２３  ８人    第２回  １１/２７  ９人 

○備品購入 

      刈払機１機  ２９，０００円 

   ○施設来館者数 

     ・来館者総数  ７，６１８人   相談者数  ５３人 

 

放課後児童クラブ 

大王・志摩放課後児童クラブは、平成１９年６月１日から開設し、使用児童数は大王

が、延べ１３人、志摩の使用児童数は延べ４３人で保護者からの利用負担金は、 

３９１，５００円であった。 

放課後児童クラブ等活動事業費補助金については、両クラブ共に基準人数（月５

名）に達しなかったため、対象外となった。 

放課後児童対策事業費補助金については２児童館（鵜方・神明）に加えて、放課後

児童クラブ（磯部・浜島）が対象となったため、合計５，５０３，０００円となった。 

磯部・浜島放課後児童クラブ（志摩市社会福祉協議会へ運営委託） 
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磯部放課後児童クラブは、平成１７年７月２１日から開設しており、使用児童数は延

べ１６７人であった。 

浜島放課後児童クラブは、平成１８年 ６月１日に開設しており、使用児童数は延べ 

１７２人であった。 

 

子育て支援関係 

・磯部子育て支援センター各事業参加者（延べ人数） 

      子育てサロン １，７９３人  園庭解放   ９１９人   親子ふれあい広場 ５０３人 

      遊びの広場  １，１５３人  ひよこクラブ ４５１人   まめまめクラブ     ７０人 

 

・志摩子育て支援センター（延べ人数） 

      子育てサロン４，８６８人   園庭開放  ３，８０５人 親子ふれあい広場  ６５３人  

・地域子育て支援センター事業補助金については、６，６５９，０００円 

（磯部４，９４２，０００円、志摩１，７１７，０００円）となった。 

 

次世代育成支援関係 

志摩市次世代育成支援対策地域協議会の中で、合併前に着手した次世代育成支援

行動計画の進捗管理を行った。また、協議会を１回開催し、委員の出席は１５名であっ

た。 

 

児童福祉施設入所措置関係 

母子生活支援施設入所   ３世帯（  ７人） 

助産施設入所          ２人（ ２２日） 

子育て短期支援事業利用  １３人（１２０日） 

 

ファミリーサポートセンター関係 

育児の援助を依頼する人と提供する人が会員となって、会員同士で子育てを助け合う

事業 

会員数 １１７名（内訳：依頼会員６４名、提供会員３５名、両会員１８名） 

         活動件数 ２１４件 

（保護者の就労 ３２件、 保護者の外出２７件、子供の習い事 ８６件、 

保育所等への迎え及びその後の預かり２４件、保護者の臨時的就労１４件 

保育所等への迎え１２件、子どもが病気の時の援助 ８件、保育所等休み１１件） 

 

児童手当 

児童を養育している人に手当てを支給することにより家庭における生活の安定に寄与

するとともに、次代の社会を担う児童の健全な育成及び資質の向上に資することを目的と

し、児童手当を次のとおり支払った。 
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満３歳未満分の被用者（厚生年金等加入者）・非被用者（国民年金加入者）・特例給付

（所得制限により児童手当を受けられないサラリーマン等の特例） の受給者のべ２，７８７

人に１０４，９４０，０００円を支払った。 
また、満３歳以上小学校修了前の児童を対象として支払う児童手当については、被用

者・非被用者受給者のべ８，３４３人に２７１，６４５，０００円を支払った。 
 

児童扶養手当 

父母の離婚などにより、父親と生計を同じくしていない児童を養育されている母子家

庭の生活の安定と自立を助け、児童の福祉の増進を図ることを目的に児童扶養手当

を次のとおり支払った。 

         全額支給            延べ  ３，９９３人   １６６，５８７，９６０円 

所得制限による一部支給  延べ  ３，１９５人   １００，３５０，２４０円 

第２子加算           延べ  ３，２３１人    １６，１５５，００0 円 

第３子以降加算        延べ     ６５５人     １，９６５，０００円 

合計受給者         延べ １１，０７４人   ２８５，０５８，２００円 

 

特別児童扶養手当 

身体や精神に障がいのある２０歳未満の児童の福祉増進を図ることを目的とした特

別児童扶養手当の支払事務を行った。 

    所得状況届      ７２件    住所変更届          ３件   証書亡失届    ２件 

再認定請求書    １７件    新規認定請求書      ８件 

資格喪失届       ６件    支払金融機関変更届  ５件 

  

母子自立支援 

母子自立支援員１名を配置し、母子及び寡婦福祉資金貸付に関する相談事例に

対応した。   

貸付申込者  １人  ２件 （修学資金、生活資金） 

 

母子家庭等卒業祝金支給 

母子家庭等の児童に対し、小学校及び中学校を卒業する際に祝金を支給すること

により、児童の卒業をお祝いするとともに、母子家庭等の生活の安定と自立を助け、児

童の健全育成・福祉の増進を図ることを目的に、児童 1人につき５，０００円を支払っ

た。 

小学校卒業  ８３人 ４１５，０００円 

中学校卒業  ７２人 ３６０，０００円 

合    計  １５５人 ７７５，０００円 


